
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、                                                      

 

 全国29都道府県から、300を超える学校の調査結果が集まっている「９月末学費滞納調

査結果」。青森では、栃木につづいてついに県内全私学の調査結果を集約することを実現。昨

日11月27日、堂々と「県内全私学の…」ということで調査結果の発表を実施しました。 

 

 

 経済的理由による中退「0」、学費滞納率もこれまでで最少という、今年度からの就学支援金

制度及びそれに伴った県制度の拡充の成果が現れた調査結果を、地元紙3紙が大きく報道して

います。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全全国国私私学学助助成成ををすすすすめめるる会会  （（事事務務局局：：全全国国私私教教連連））  

No.32  2020年11月27日（金） 

 

 

 

2020年11月27日  デーリー東北 

2020年11月27日 東奥日報 

2020年 11月 27日 陸奥新報 

全国の発表は12月3日(木) 

に行います。 
※まだ間に合います。本部へ送ってください。 

１１月末の国向け署名数の報告を

お願いします。 

国向け署名のとりくみ期間は来年２月中旬までです。これから更に署名を拡げていきましょう 


